
発災期 災害拡大期 災害鎮静期 復旧期
直後（冬18時） 10分後～ １時間後～ ３時間後～ １２時間後～ １日後～ ３日後～ １週間後～ ２週間後～ ～１ヵ月
・宮城県沖で地震が発生
・矢本町で平均震度６強の他、石巻
圏を中心に広範囲で震度６弱
・地震と同時に津波が発生

・津波1波が牡鹿町･女川町に10数
分で､仙台湾岸に1時間前後で到達
・三陸側では30分前後で５m以上の
最高水位の津波に襲われる

・１時間を過ぎた頃に、仙台湾岸も2
ｍ前後の最高水位の津波が到達
・気仙沼市、河北町、鳴瀬町で４k㎡
を超える範囲が浸水

・最大震度５クラスの余震が発生 ・余震が頻発 ・降雨あり ・余震が次第に減
少

・石巻市、矢本町を中心に石巻圏
の被害が大
・全壊建物が石巻市で約1,500棟、
矢本町で約1,400棟、仙台市で約
1,300棟発生し、全県で約7,600棟
・都市部を中心に、仙台圏､石巻圏､
大崎圏でライフラインに障害多発

・火災が仙台市で79箇所、石巻市
14箇所、古川市8箇所などで発生
・津波からの避難が遅れ、死傷者発
生
・全県で電話が輻輳
・通信は衛星系が機能し、専用回線
も比較的利用可能

・出火した158箇所のうち95箇所の
火災が延焼する
・閉塞や渋滞により道路交通は麻痺

・夜間で被害状況の確認が遅れる
・人的被害は石巻市（死者40人・負
傷者約1,100人）、矢本町（同じく40
人・約500人）、仙台市（同じく24人・
約2,100人）で大きく、全県で死者
164人、負傷者約6,200人
・出火後6時間で約2,900棟が焼失

・夜が明け、被害状況の詳細
が次第に判明
・全市町村で何らかの被害が
あり、とくに石巻圏、仙台圏、
大崎圏での甚大な被害を確
認

・本震により損傷した建物が
余震で倒壊する恐れ
・本震により緩んだ急傾斜地
等が余震により崩壊する恐れ

・地震により緩んだ急
傾斜地等が降雨により
崩壊する恐れ

・ライフラインが
徐々に復旧

・仙台圏・石巻圏・大崎圏で多くの
住民が被災
・仙台圏・石巻圏の一部では、倒壊
建物の下敷きになった住民多数
・家族等の安否確認
・気仙沼圏・石巻圏の沿岸住民は
直ちに避難（車避難あり道路混乱）

・自治体防災無線で被害状況、避
難所等についての情報を入手
・自主防災組織を中心に初期消火
活動を実施
・倒壊建物の下敷きになった住民に
対する救出作業を実施
・子どもや高齢者は避難を開始

・避難者や安否確認に向かう者の
車により道路混雑
・一部の避難所は混雑し始める
・負傷者の手当てや搬送を行う

・鉄道全線停止のため、帰宅困難
者が仙台駅等の周辺に滞留
・仙台圏、石巻圏では多くの住民が
避難所に避難し、避難者全員を収
容できない町も発生

・都市部ではライフライン断絶
のため、自宅の被害がない住
民も食料や水を求めて避難
所に集まる
・津波が収束し、気仙沼圏等
の沿岸地域では片付けを始
める

・全半壊を免れた建物では室
内の片付けを始める（ボラン
ティアの協力）
・瓦が落下した建物ではビニ
ルシートをかける

・全半壊の建物を除
き、概ね片付けを終了
する
・自宅が安全確認され
た避難者は次第に帰
宅

・全半壊建物の再
建方法を思案

・身体的精神的に
疲労が蓄積

・避難所に
残っていた
被災者が仮
設住宅等へ
の入居を開
始

国

・内閣府緊急参集チーム参集
・内閣官房が官邸対策室を設置
・警察庁災害警備本部設置
・消防庁災害対策本部設置
・陸上自衛隊非常勤務体制

・内閣府情報対策室設置
・消防庁、近隣県の緊急消防援助
隊の出動準備
・警察庁、近隣県の広域緊急援助
隊の出動準備
・自衛隊が近傍災害派遣

・内閣府情報先遣チームを宮城県
庁へ派遣
・非常災害対策本部の設置
・災害対策関係省庁連絡会議開催
・緊急消防援助隊、広域緊急援助
隊の出動指示

・内閣府情報先遣チームが宮城県
庁到着
・災害派遣要請による自衛隊派遣

・非常災害現地対策本部を県
庁内に設置

・大臣等の視察 ・政府調査団の派遣 ・非常災害対策本
部の廃止

・内閣官房が官邸
対策室を閉鎖

・撤収要請
による自衛
隊撤収

宮
城
県

・震度速報、津波警報の受信
・非常参集
・一部職員の負傷
・職員家族の安否確認（一部困難）
・災害対策本部設置

・帰宅途中の職員が登庁
・支部を通じ市町村被害情報の収
集
・ライフライン・交通関係機関から被
害情報の収集
・石巻圏・大崎圏・仙台圏等の市町
村からの救援要請への対応
・自衛隊に災害派遣要請

・対策要員の不足
・国への被害状況報告（速報）
・支部から市町村被害情報の収集
・知事記者会見、救援要請
・マスコミへの情報提供
・被害・対策関係ＨＰの立ち上げ
・石巻圏等の市町村の要請に対応
・自衛隊の連絡調整員が県庁到着

・国への被害状況報告
・県内の被害情報の収集整理
・国の関係省庁・機関、隣接県への
応援要請
・県の応急対策方針等の明確化お
よび対策実施の指示

・知事記者会見
・県内被害情報の収集整理
・防災ヘリによる被害情報収
集
・国への被害状況報告
・石巻圏を中心とした被害地
域へ初動時支援派遣
・応急復旧の人員確保・調整

・知事記者会見
・県内被害情報の収集整理
・国への被害状況報告
・県民への広報の本格化
・他県から応援人員受入れ
・仙南圏に対し石巻圏等への
職員派遣要請
・建物危険度判定体制立上げ

・知事記者会見
・県内の被害情報の
収集整理
・国への被害状況報
告、視察団対応
・復旧現地支援調整
チーム派遣

・知事記者会見
・県内の復旧情報
の収集整理
・国への復旧状況
報告
・住宅復興支援
チーム派遣

・災害対策本部廃
止、災害復旧対
策本部設置
・本部要員数の縮
小

・自衛隊に
撤収要請

大
被
害
地
域

【石巻圏・大崎圏・仙台圏】
〔市町村〕〔防災関係機関〕
・震度速報、津波警報の受信
・非常参集
・一部職員の負傷
・職員家族の安否確認（一部困難）
・災害対策本部設置
・消防機関の出動
・自主防災組織の活動開始

〔市町村〕
・1/3～1/4の職員は参集不能
・一部の市町で参集率低く、災対本
部要員が不足
・従事可能者による活動体制調整
・被害状況の確認困難
・県に対して報告、救援要請
---------------------------
〔防災関係機関〕
・被害状況の確認
・行政、利用者への被害速報

・夜間、ライフライン障害のため、被
害の全貌は確認できず
・職員の見回りや住民の通報によ
り、少しずつ甚大な被害が明らかに
・防災無線により住民に呼びかけ
・県に自衛隊の災害派遣要請
---------------------------
・被害状況の行政への連絡
・行政の災対本部へ職員派遣
・応急復旧の準備（資材調達等）
・利用者への広報（マスコミ等通じ）

・県への被害状況報告
・人員不足のため個々の被害への
対応困難
・住民に被害状況伝達（防災無線）
・避難誘導・避難所開設の要員確
保、自主防災組織との協力
---------------------------
・行政や関係事業者、業界団体へ
の救援要請
・利用者へ復旧見通し情報

・現有人員による被害対応体
制の調整（優先度の確認）
・県を通じ他市町村に応援派
遣要請
・県や他市町村からの応援人
員受入れ、調整
----------------------
・応急復旧に着手
・応援者を含めた復旧体制の
調整

・県、国への復旧支援要請
・ボランティア受入れの混乱
----------------------
・応急復旧応援要員の到着
・応急復旧の本格化

・災害救助法に基づく
活動展開
・ボランティアの活動
が軌道にのる
-----------------

・人員構成の再調
整（復旧活動に移
行）
・被災者個人個人
へのケア体制の
整備
-------------

・災害対策本部廃
止、災害復旧本
部設置
-------------

・県に対し自
衛隊の撤収
要請
---------

中
被
害
地
域

【登米圏・栗原圏・気仙沼圏】
〔市町村〕〔防災関係機関〕
・震度速報、津波警報の受信
・非常参集
・職員家族の安否確認
・災害対策本部設置
・気仙沼圏で津波避難指示・勧告

〔市町村〕
・職員参集するも、一部の町で災対
本部要員が不足
・気仙沼圏では津波警戒
---------------------------
〔防災関係機関〕
・被害状況確認し行政･住民へ速報

・被害情報収集、県に報告
・被害状況に応じた担当職員（班
員）の調整
---------------------------
・ライフラインの応急復旧に着手（概
ね域内の職員数で実施可能）

・県に被害状況の報告

---------------------------
・ライフライン復旧作業の本格化
・復旧状況、見通しについて行政に
連絡
・利用者への広報

・圏域内の被害発生市町村に
対し応援職員の派遣
----------------------
・復旧状況、見通しについて
行政に連絡

・応急対策完了にめどが立つ

----------------------
・一部施設（ライフライン）は復
旧完了
・復旧要員の一部を大被害地
域へ派遣

・次第に応急対策から
復旧・復興へと移行
し、人員配置を変更
-----------------
・応急復旧完了

・災害対策本部廃
止、警戒本部設
置

-------------

・県域内市町村間
の応援の終了

-------------

・警戒本部
廃止
---------

小
被
害
・

無
被
害
地
域

【仙南圏】
〔市町村〕〔防災関係機関〕
・震度速報、津波警報の受信
・配備基準に従い担当者が参集
・警戒本部設置あるいは警戒配備
体制、情報連絡体制の実施

〔市町村〕
・担当職員登庁
・市町村内の被害情報の収集
---------------------------
〔防災関係機関〕
・市町村内の被害情報の収集

・市町村内外の被害情報の収集
・被害地域の対応状況の情報収集
・応援の準備
---------------------------
・市町村内外の被害情報の収集
・被害地域の対応状況の情報収集
・復旧要員派遣の準備

・市町村内の被災者・被災箇所の応
急対応
---------------------------
・市町村内の被災箇所の応急対応

・市町村内の被害状況の再確
認（対応が概ね完了）
----------------------
・市町村内の被害状況の再確
認（対応が概ね完了）
・石巻圏等被害地域へ応援
派遣

・被害地域の情報収集
・県を介した被害地域の要請
を受け応援出動
・余震への警戒体制継続
----------------------

・追加応援の検討・出
動
・警戒本部廃止あるい
は警戒配備体制、情
報連絡体制の解除
-----------------

・被害地域への応
援人員の継続
-------------

・被害地域への応
援人員の継続
-------------

・被害地域
への応援人
員の撤収
---------

・職員の被災可能性も考慮した現実
的初動体制

・被害情報の収集伝達手段の高度
化

・効果的人員配置のためのツール
の導入（リアルタイム電子マニュアル
等）

・対策要員の広域的調達（自衛隊、
他市町村職員等）および調整･配置
・広域応援協定の締結

・ボランティアの受入れ、連携
の円滑化

表7-3-1　活動体制シナリオ〔宮城県沖連動-冬〕

今後の対策

地震等

対応の
概略フロー

想定
被害状況

想定
被災者行動

対
策
活
動

活動体制の確立
（災害対策本部設置）

情報の収集・伝達

通信連絡手段の確保

広報活動の実施

災害救助法の適用

防災資機材等の調達

避難活動 食料、飲料水及び生活必需
品の調達・供給

応援要請（自衛隊を含む）

医療・救護活動救急・救助活動

危険物施設等の安全確保
公共土木施設等の応急復旧

交通確保

緊急輸送活動（ヘリコプターを含む）

消火活動

応急住宅等の確保

ボランティア活動
災害弱者・外国人への対応

防疫・保健衛生活動

社会秩序維持活動

廃棄物処理活動

遺体等の捜索・処理・埋葬

応急教育活動ライフライン施設等の応急復旧

農林水産業の応急対策
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発災期 災害拡大期 災害鎮静期 復旧期
直後（冬18時） 10分後～ １時間後～ ３時間後～ １２時間後～ １日後～ ３日後～ １週間後～ ２週間後～ ～１ヵ月
・宮城県沖で地震が発生
・矢本町で平均震度６強の他、石巻
圏を中心に広範囲で震度６弱
・地震と同時に津波が発生

・津波1波が牡鹿町･女川町に10数
分で､仙台湾岸に1時間前後で到達
・三陸側では30分前後で５m以上の
最高水位の津波に襲われる

・１時間を過ぎた頃に、仙台湾岸も2
ｍ前後の最高水位の津波が到達
・気仙沼市、河北町、鳴瀬町で４k㎡
を超える範囲が浸水

・最大震度５クラスの余震が発生 ・余震が頻発 ・降雨あり ・余震が次第に減
少

・石巻市、矢本町を中心に石巻圏
の被害が大
・全壊建物が石巻市で約1,500棟、
矢本町で約1,400棟、仙台市で約
1,300棟発生し、全県で約7,600棟
・都市部を中心に、仙台圏､石巻圏､
大崎圏でライフラインに障害多発

・火災が仙台市で79箇所、石巻市
14箇所、古川市8箇所などで発生
・津波からの避難が遅れ、死傷者発
生
・全県で電話が輻輳
・通信は衛星系が機能し、専用回線
も比較的利用可能

・出火した158箇所のうち95箇所の
火災が延焼する
・閉塞や渋滞により道路交通は麻痺

・夜間で被害状況の確認が遅れる
・人的被害は石巻市（死者40人・負
傷者約1,100人）、矢本町（同じく40
人・約500人）、仙台市（同じく24人・
約2,100人）で大きく、全県で死者
164人、負傷者約6,200人
・出火後6時間で約2,900棟が焼失

・夜が明け、被害状況の詳細
が次第に判明
・全市町村で何らかの被害が
あり、とくに石巻圏、仙台圏、
大崎圏での甚大な被害を確
認

・本震により損傷した建物が
余震で倒壊する恐れ
・本震により緩んだ急傾斜地
等が余震により崩壊する恐れ

・地震により緩んだ急
傾斜地等が降雨により
崩壊する恐れ

・ライフラインが
徐々に復旧

・仙台圏・石巻圏・大崎圏で多くの
住民が被災
・仙台圏・石巻圏の一部では、倒壊
建物の下敷きになった住民多数
・家族等の安否確認
・気仙沼圏・石巻圏の沿岸住民は
直ちに避難（車避難あり道路混乱）

・自治体防災無線で被害状況、避
難所等についての情報を入手
・自主防災組織を中心に初期消火
活動を実施
・倒壊建物の下敷きになった住民に
対する救出作業を実施
・子どもや高齢者は避難を開始

・避難者や安否確認に向かう者の
車により道路混雑
・一部の避難所は混雑し始める
・負傷者の手当てや搬送を行う

・鉄道全線停止のため、帰宅困難
者が仙台駅等の周辺に滞留
・仙台圏、石巻圏では多くの住民が
避難所に避難し、避難者全員を収
容できない町も発生

・都市部ではライフライン断絶
のため、自宅の被害がない住
民も食料や水を求めて避難
所に集まる
・津波が収束し、気仙沼圏等
の沿岸地域では片付けを始
める

・全半壊を免れた建物では室
内の片付けを始める（ボラン
ティアの協力）
・瓦が落下した建物ではビニ
ルシートをかける

・全半壊の建物を除
き、概ね片付けを終了
する
・自宅が安全確認され
た避難者は次第に帰
宅

・全半壊建物の再
建方法を思案

・身体的精神的に
疲労が蓄積

・避難所に
残っていた
被災者が仮
設住宅等へ
の入居を開
始

国

・県を通じ被害情報収集 ・地震被害、余震状況、二次災害の
危険性、各機関の施策等、被災者
等に役立つ情報を適切に提供

・国民全体に対し地震被害、余震状
況、義援物資取扱い等、ニーズに
応じた情報を積極的に伝達

・食料等の調達・供給活動の
総合調整及び計画作成等を
行い、必要に応じ、関係機関
に要請

・県の要請に応じて広域的避
難収容実施計画を作成し、広
域的避難収容活動を実施

・保健活動の調整、防
疫活動の支援（厚労
省）

・県の要請に応
じ、仮設住宅の資
機材調達につい
ての措置実施

宮
城
県

・河川・海岸の水門・閘門等の閉鎖
指示
・地震情報、避難情報について県
民に広報

・支部を通じ市町村の被害および避
難状況の情報収集

・県民に対し、県内の被害、二次災
害の危険性、県の対策、ライフライ
ン、交通等の情報を提供

・市町村の要請に応じて飲料水の
供給
・県内団体旅行客の被災状況把
握、措置

・災害救助法の適用手続き
・主要食料の需給動向の把
握、応急調達・供給の決定

・仮設住宅の必要戸数の検討
・被災者の相談窓口の設置
・災害救助法に基づく救助の
実施を市町村長に委任
・専門ボランティアの受付け

・被災者の健康状態
調査、保健指導、健康
相談の実施

・仮設住宅の建設
開始
・生活・復旧資金
や職に関する相
談に対する市町
村支援、広報

・被災者に対する
健康相談や精神
的なケアの実施

大
被
害
地
域

【石巻圏・大崎圏・仙台圏】
〔市町村〕
・住民に対する呼びかけ（冷静な行
動、被害報告等）
・沿岸地区住民に避難勧告・指示
・河川・海岸の水門・閘門等の閉鎖
指示
---------------------------
〔自主防災組織（以下、自主防）〕
・河川・海岸の水門・閘門等の閉鎖
・避難誘導

・潮位の観測、警戒
・地震情報、避難所開設等につい
て広報（災害弱者を含めた対応）
・住民に避難の準備勧告・指示
・避難所の開設、担当職員の配置
---------------------------
・避難所の開設

・火災延焼や土砂崩壊の危険があ
る地区等の住民に避難勧告、警戒
区域の指定
・自主防と協力して避難誘導を行う
職員の配置
・避難所運営管理（閉鎖まで継続）
・高齢者、障害者の緊急援護（福祉
施設等での受入）
---------------------------
・避難誘導
・避難所運営への協力

・各市町村避難者多く、人数・名簿
の正確な把握難航
・石巻圏等の一部の町では避難所
不足し、隣市町に受入要請
・ほとんどの市町村で食料備蓄が不
足あるいは全くない
・飲料水備蓄少なく、応急給水を開
始するが、資機材調達難航
・毛布等生活物資も備蓄少なく不足
・県や他市町村に物資供給要請
・仙台市等で避難所に仮設ﾄｲﾚ設置

・食料､水､生活物資の不足著
しく、県に緊急調達支援要請
・福祉関係者等による避難所
での災害弱者対応
・義援物資の受入窓口設置
・学校の被害状況を確認し、
臨時休業の措置
----------------------
〔事業者〕
・流通・小売業者は要請に応
じて食料や生活物資を調達

・被災者の相談窓口の設置
・知事から委任された災害救
助法に基づく救助の実施
・ボランティアの受入（最初は
混乱）
・国・県等の調達食料を被災
者に供給
・危険、支障のあるがれきを優
先して処理開始
---------------------
〔自主防〕　・炊出しの実施

・ボランティアの受入・
調整が軌道に
・感染症予防のための
消毒等を実施
･生活ごみの収集再開
・被災児童・生徒の学
用品の調達
・被災者居住意向確
認
-----------------
・避難所の自主運営

・学校における避
難所利用の範囲
の調整
・場所や教職員を
確保し、応急教育
を実施
・生活・復旧資金
や職に関する相
談窓口の設置
-------------

・被災者に対する
健康相談や精神
的なケアの実施
・長期化する避難
所の運営方法確
立（自主防との協
力）
-------------
・ボランティア撤収
後への対応

・仮設住宅
入居等によ
る避難所の
縮小
---------

中
被
害
地
域

【登米圏・栗原圏・気仙沼圏】
〔市町村〕
・住民に対する呼びかけ
・沿岸地区住民に避難勧告・指示
・水門・閘門等の閉鎖指示
---------------------------
〔自主防〕
・水門・閘門等の閉鎖、避難誘導

・地震情報、避難所開設等につい
て広報（災害弱者を含めた対応）
・住民に避難の準備勧告・指示
・避難所の開設、担当職員の配置
---------------------------
・避難所の開設
・避難誘導

・危険地区の住民に避難勧告、警
戒区域の指定
・避難所運営・管理
・高齢者、障害者の緊急援護（福祉
施設等での受入）
---------------------------
・避難所運営・管理への協力

・避難者はほぼ収容
・避難者に提供する食料･水･毛布
等生活物資が備蓄不足又はｾﾞﾛ
・不足物資の調達を業者に要請
・応急給水の実施
・仮設ﾄｲﾚ備蓄ほとんどなく､一般ﾄｲ
ﾚ使用上の問題発生
---------------------------

・調達物資を災害弱者に優先
供給
・避難者数を確認し、物資調
達計画を再検討

・被災者の相談窓口の設置
・知事から委任された災害救
助法に基づく救助の実施
・調達食料を被災者に供給
・がれき処理開始
---------------------
〔自主防〕　・炊出しの実施

・感染症予防のための
消毒等を実施
･生活ごみの収集再開
・被災児童・生徒の学
用品の調達
・被災者の居住意向
確認
-----------------

・学校における避
難所利用範囲の
調整
・応急教育の実施
・相談窓口設置
-------------

・被災者に対する
健康相談や精神
的なケアの実施
・長期化する避難
所の運営方法確
立（自主防との協
力）
-------------

・仮設住宅
入居等によ
る避難所の
解消
---------

小
被
害
・

無
被
害
地
域

【仙南圏】
〔市町村〕
・住民に対する呼びかけ
---------------------------
〔自主防〕
・域内被害の確認

・地震情報、避難所開設等につい
て広報
---------------------------
・必要があれば自主的避難
・避難所の開設
・行政への通報

・避難所運営・管理
・高齢者、障害者の緊急援護（福祉
施設等での受入）
---------------------------
・避難所運営・管理への協力

・避難者へ食料・生活物資提供
・他市町村の被害状況の情報収集
・被災市町村への食料・生活物資
送付検討

・自地域の避難者用の食料・
生活物資調達
・余剰の食料・生活物資を被
災地域へ送付

・避難所の解消

・津波危険地区における避難路や
避難ビルの整備

・避難所の周知徹底（避難所と対策
活動拠点の分離）
・弱者避難の体制整備

・避難所の収容力確保、設備充実
・自主防による避難所運営・管理体
制の事前構築

・物資備蓄内容及び量の見直し
・備蓄状況に関する市町村間の情
報共有

・救援物資に関するﾆｰｽﾞ情報
発信、調達及び輸送（海路・
空路含む）の仕組みの整備

・ボランティア受入れ・活動体
制の整備

・学校施設の避難
所利用ルールの
明確化

表7-3-2　避難・救援シナリオ〔宮城県沖連動-冬〕

今後の対策

地震等

対応の
概略フロー

想定
被害状況

想定
被災者行動

対
策
活
動

活動体制の確立
（災害対策本部設置）

情報の収集・伝達

通信連絡手段の確保

広報活動の実施

災害救助法の適用

防災資機材等の調達

避難活動 食料、飲料水及び生活必需
品の調達・供給

応援要請（自衛隊を含む）

医療・救護活動救急・救助活動

危険物施設等の安全確保
公共土木施設等の応急復旧

交通確保

緊急輸送活動（ヘリコプターを含む）

消火活動

応急住宅等の確保

ボランティア活動
災害弱者・外国人への対応

防疫・保健衛生活動

社会秩序維持活動

廃棄物処理活動

遺体等の捜索・処理・埋葬

応急教育活動ライフライン施設等の応急復旧

農林水産業の応急対策
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発災期 災害拡大期 災害鎮静期 復旧期
直後（冬18時） 10分後～ １時間後～ ３時間後～ １２時間後～ １日後～ ３日後～ １週間後～ ２週間後～ ～１ヵ月
・宮城県沖で地震が発生
・矢本町で平均震度６強の他、石巻
圏を中心に広範囲で震度６弱
・地震と同時に津波が発生

・津波1波が牡鹿町･女川町に10数
分で､仙台湾岸に1時間前後で到達
・三陸側では30分前後で５m以上の
最高水位の津波に襲われる

・１時間を過ぎた頃に、仙台湾岸も2
ｍ前後の最高水位の津波が到達
・気仙沼市、河北町、鳴瀬町で４k㎡
を超える範囲が浸水

・最大震度５クラスの余震が発生 ・余震が頻発 ・降雨あり ・余震が次第に減
少

・石巻市､矢本町等石巻圏の被害大
・全壊建物が石巻市で約1,500棟、
矢本町で約1,400棟、仙台市で約
1,300棟発生し、全県で約7,600棟
・仙台圏､石巻圏､大崎圏で道路・橋
梁の被害多発し、通行に障害
・県内鉄道の全路線に被害が発生

・火災が仙台市で79箇所、石巻市
14箇所、古川市8箇所などで発生
・津波からの避難が遅れ、死傷者が
発生
・海岸沿いの道路・鉄道の一部は津
波で浸水
・全県で電話が輻輳

・出火した158箇所のうち95箇所の
火災が延焼する
・閉塞や渋滞により道路交通は麻痺

・夜間で被害状況の確認が遅れる
・人的被害は石巻市（死者40人・負
傷者約1,100人）、矢本町（同じく40
人・約500人）、仙台市（同じく24人・
約2,100人）で大きく、全県で死者
164人、負傷者約6,200人
・出火後6時間で約2,900棟が焼失

・夜が明け、被害状況の詳細
が次第に判明
・全市町村で何らかの被害が
あり、とくに石巻圏、仙台圏、
大崎圏での甚大な被害を確
認

・本震により損傷した建物が
余震で倒壊する恐れ
・本震により緩んだ急傾斜地
等が余震により崩壊する恐れ

・地震により緩んだ急
傾斜地等が降雨により
崩壊する恐れ

・ライフラインが
徐々に復旧

・仙台圏・石巻圏・大崎圏で多くの
住民が被災
・仙台圏・石巻圏の一部では、倒壊
建物の下敷きになった住民多数
・家族等の安否確認
・気仙沼圏・石巻圏の沿岸住民は
直ちに避難（車避難あり道路混乱）

・自治体防災無線で被害状況、避
難所等についての情報を入手
・自主防災組織を中心に初期消火
活動を実施
・倒壊建物の下敷きになった住民に
対する救出作業を実施
・子どもや高齢者は避難を開始

・避難者や安否確認に向かう者の
車により道路混雑
・一部の避難所は混雑し始める
・負傷者の手当てや搬送を行う
・帰宅困難者が多数発生し、特に仙
台市内では数万人規模になる可能
性

・鉄道全線停止のため、帰宅困難
者が仙台駅等の周辺に滞留
・仙台圏、石巻圏では多くの住民が
避難所に避難し、避難者全員を収
容できない町も発生

・都市部ではライフライン断絶
のため、自宅の被害がない住
民も食料や水を求めて避難
所に集まる
・津波が収束し、気仙沼圏等
の沿岸地域では片付けを始
める

・全半壊を免れた建物では室
内の片付けを始める（ボラン
ティアの協力）
・瓦が落下した建物ではビニ
ルシートをかける

・全半壊の建物を除
き、概ね片付けを終了
する
・自宅が安全確認され
た避難者は次第に帰
宅

・全半壊建物の再
建方法を思案

・身体的精神的に
疲労が蓄積

・避難所に
残っていた
被災者が仮
設住宅等へ
の入居を開
始

国

・県を通じ被害情報収集
・国交省は直轄国道、港湾、空港、
鉄道について被害状況を調査

・非常災害対策本部の設置
・国家公安委が県公安委に対し、警
察庁が県警に対し、交通規制に関
し必要に応じ指示、調整、指導
・道路情報の提供

・非常本部による交通確保に関わる
総合調整及び計画の作成
・国道の障害物除去、応急復旧等
の実施

・国交省、農水省及び非常本
部等は、相互の連絡を密に、
港湾、漁港、空港の応急復旧
等を実施

・あらゆる手段を利用した緊急
輸送の実施（ﾍﾘ、船舶等）
・応急対策に従事する航空機
の空港優先使用
・船舶交通の整理､指導､制限

・物資輸送について、
輸送手段の優先的な
確保などの配慮

・交通基盤施設復
旧作業の継続

宮
城
県

・交通基盤、交通機関に関する被害
情報の収集

・警察は通行可能な道路や交通状
況を迅速に把握
・緊急輸送を確保するため、直ちに
交通規制を実施
・交通規制を住民等に周知徹底
・管理道路の被害状況を調査し、国
交省等に報告

・緊急輸送確保のため、必要に応じ
て放置車両の撤去、警察車両の先
導、運転者等への措置命令等実施
・交通情報の提供（ﾏｽｺﾐ等通じて）
・一般車輌使用抑制の協力要請
・応急対策活動従事者および物
資、医療機関へ搬送する負傷者を
対象とした緊急輸送の実施

・管理道路の障害物の除去、応急
復旧等の実施
・民間企業の協力を得て障害物除
去、応急復旧等に必要な人員、資
機材等の確保
・関係機関と連携したﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ活動
計画の作成、体制整備、拠点確保
・輸送機関に対し緊急輸送を依頼

・管理道路の障害物の除去、
応急復旧等の実施（継続）
・津波収束後、港湾・漁港の
被害状況を調査し、輸送拠点
としての利用可否、応急復旧
について検討
・交通情報の迅速・的確な伝
達のための関係機関との連携

・緊急輸送拠点として重要な
施設を優先した港湾・漁港の
復旧
・沈船、漂流物等の船舶航行
の障害物の除去
・緊急輸送の続行、拡大（食
料・水等生命維持に必要な物
資、傷病者等の域外転送等）

・緊急輸送の続行
・道路の応急復旧が
次第に完了

・緊急輸送の続
行、拡大（災害復
旧に必要な人員
及び物資、生活
必需品）

・緊急輸送の続行 ・交通規制
を徐々に解
除

大
被
害
地
域

【石巻圏・大崎圏・仙台圏】
・交通基盤、交通機関に関する被
害情報の収集

〔市町村〕
・道路の緊急点検の実施
・救急輸送
---------------------------
〔輸送関係事業者〕
・自社の被害状況、職員安否の確
認
・鉄道路線の点検の開始
・保有車輌の運行状況の確認

・保有車輌による災対本部人員や
応急活動用資機材の輸送
・備蓄物資の避難所への移送
---------------------------
・鉄道路線の点検、復旧準備

・道路障害物の除去
・協定締結先の輸送機関あるいは
県に対し、緊急物資輸送トラックの
派遣を依頼
・帰宅困難者への避難情報や交通
情報の提供、誘導（事業所、避難所
等へ）
---------------------------
・市町村の要請を受けﾄﾗｯｸを派遣
・鉄道路線の応急復旧の実施

・ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰを利用した救出救
助活動、救急患者搬送、対策
活動人員・救援物資輸送の実
施
・道路障害物の除去（継続）、
応急復旧、二次災害防止対
策の実施
・海路利用の可能性確認
----------------------
・救援物資の輸送

・道路の応急復旧作業(継続)
・復旧要員の応援派遣を要請
・到着した救援物資を集積場
所から避難所等へ配送
・帰宅困難者への情報提供、
必要に応じ輸送手段の確保
・海路利用の開始
----------------------
・救援物資の輸送
・帰宅困難者用バスの運行
（圏外へ）

・道路の応急復旧作
業の続行
・ボランティアに依頼し
て救援物資を集積場
所から避難所等へ配
送
-----------------
・救援物資の輸送

・道路の応急復旧
作業の続行
・ボランティアによ
る救援物資の配
送（継続）
-------------
・救援物資の輸送
・応急復旧が完了
した区間で鉄道
の運行再開（折り
返し運転）

・道路の応急復旧
作業の続行
・ボランティアによ
る救援物資の配
送（継続）
-------------
・救援物資の輸送

・道路の応
急復旧作業
をほぼ完了
---------
・一部の区
間を除き鉄
道の応急復
旧がほぼ完
了

中
被
害
地
域

【登米圏・栗原圏・気仙沼圏】
・交通基盤、交通機関に関する被
害情報の収集

〔市町村〕
・道路の緊急点検の実施
・救急輸送
---------------------------
〔輸送関係事業者〕
・自社の被害状況、職員安否の確
認

・保有車輌による災対本部人員や
応急活動用資機材の輸送
・備蓄物資の避難所への移送
---------------------------
・鉄道路線の点検、復旧準備

・道路障害物の除去、応急復旧、二
次災害防止対策の実施
・帰宅困難者への交通情報等の提
供、誘導（事業所、避難所等へ）
---------------------------
・鉄道路線の応急復旧の実施

・道路の応急復旧作業の続行
----------------------
・県の要請を受けﾄﾗｯｸを石巻
圏・大崎圏へ派遣

・道路の応急復旧作業がほぼ
完了
----------------------
・応急復旧が完了した路線か
ら鉄道の運行再開

小
被
害
・

無
被
害
地
域

【仙南圏】
・交通基盤、交通機関に関する被
害情報の収集

〔市町村〕
・道路の緊急点検の実施
---------------------------
〔輸送関係事業者〕
・自社の被害状況、職員安否の確
認
・保有車輌の運行状況の確認

・帰宅困難者への交通情報等の提
供
---------------------------

・保有車輌により石巻圏・仙台
圏へ救援物資の輸送
----------------------
・県の要請を受けﾄﾗｯｸを石巻
圏・仙台圏へ派遣

・道路の緊急点検体制の確立 ・交通情報の収集・発信体制整備
・一般車輌交通の的確なｺﾝﾄﾛｰﾙ

・帰宅困難者への情報提供や収容
の方策（とくに被災地の場合）

・道路復旧要員の確保策
・被害状況に即した陸海空の
輸送体制（事前にﾊﾟﾀｰﾝ化）

・ボランティアの事故
に対する備え

表7-3-3　交通・輸送シナリオ〔宮城県沖連動-冬〕

今後の対策

地震等

対応の
概略フロー

想定
被害状況

想定
被災者行動

対
策
活
動

活動体制の確立
（災害対策本部設置）

情報の収集・伝達

通信連絡手段の確保

広報活動の実施

災害救助法の適用

防災資機材等の調達

避難活動 食料、飲料水及び生活必需
品の調達・供給

応援要請（自衛隊を含む）

医療・救護活動救急・救助活動

危険物施設等の安全確保
公共土木施設等の応急復旧

交通確保

緊急輸送活動（ヘリコプターを含む）

消火活動

応急住宅等の確保

ボランティア活動
災害弱者・外国人への対応

防疫・保健衛生活動

社会秩序維持活動

廃棄物処理活動

遺体等の捜索・処理・埋葬

応急教育活動ライフライン施設等の応急復旧

農林水産業の応急対策
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発災期 災害拡大期 災害鎮静期 復旧期
直後（冬18時） 10分後～ １時間後～ ３時間後～ １２時間後～ １日後～ ３日後～ １週間後～ ２週間後～ ～１ヵ月
・宮城県沖で地震が発生
・矢本町で平均震度６強の他、石巻
圏を中心に広範囲で震度６弱
・地震と同時に津波が発生

・津波1波が牡鹿町･女川町に10数
分で､仙台湾岸に1時間前後で到達
・三陸側では30分前後で５m以上の
最高水位の津波に襲われる

・１時間を過ぎた頃に、仙台湾岸も2
ｍ前後の最高水位の津波が到達
・気仙沼市、河北町、鳴瀬町で４k㎡
を超える範囲が浸水

・最大震度５クラスの余震が発生 ・余震が頻発 ・降雨あり ・余震が次第に減
少

・石巻市､矢本町等石巻圏の被害大
・全壊建物が石巻市で約1,500棟、
矢本町で約1,400棟、仙台市で約
1,300棟発生し、全県で約7,600棟
・都市部を主に仙台･石巻･大崎圏
で上下水道､電力施設に被害多発
・仙台市､石巻市でガス･電話施設
の被害大きく､ガスは即時供給停止

・火災が仙台市で79箇所、石巻市
14箇所、古川市8箇所などで発生
・津波からの避難が遅れ、死傷者発
生
・広範囲で断水、停電
・全県で電話が輻輳
・通信は衛星系が機能し、専用回線
も比較的利用可能

・出火した158箇所のうち95箇所の
火災が延焼する
・閉塞や渋滞により道路交通は麻痺

・夜間で被害状況の確認が遅れる
・人的被害は石巻市（死者40人・負
傷者約1,100人）、矢本町（同じく40
人・約500人）、仙台市（同じく24人・
約2,100人）で大きく、全県で死者
164人、負傷者約6,200人
・出火後6時間で約2,900棟が焼失

・夜が明け、被害状況の詳細
が次第に判明
・全市町村で何らかの被害が
あり、とくに石巻圏、仙台圏、
大崎圏での甚大な被害を確
認

・本震により損傷した建物が
余震で倒壊する恐れ
・本震により緩んだ急傾斜地
等が余震により崩壊する恐れ

・電力施設の応急復
旧が完了し、停電が解
消
・地震により緩んだ急
傾斜地等が降雨により
崩壊する恐れ

・電力以外のライ
フラインも徐々に
復旧

・水道の応急復旧
が完了し、断水が
解消

・都市ガスの
復旧が完了
・下水道の
復旧は未完

・仙台圏・石巻圏・大崎圏で多くの
住民が被災
・仙台圏・石巻圏の一部では、倒壊
建物の下敷きになった住民多数
・家族等の安否確認
・気仙沼圏・石巻圏の沿岸住民は
直ちに避難（車避難あり道路混乱）

・自治体防災無線で被害状況、避
難所等についての情報を入手
・自主防災組織を中心に初期消火
活動を実施
・倒壊建物の下敷きになった住民に
対する救出作業を実施
・子どもや高齢者は避難を開始

・避難者や安否確認に向かう者の
車により道路混雑
・一部の避難所は混雑し始める
・負傷者の手当てや搬送を行う
・食料、飲料水、ろうそく、乾電池、
ガスボンベ等を求める人で商店（コ
ンビニ等）が混雑

・鉄道全線停止のため、帰宅困難
者が仙台駅等の周辺に滞留
・仙台圏、石巻圏では多くの住民が
避難所に避難し、避難者全員を収
容できない町も発生

・都市部ではライフライン断絶
のため、自宅の被害がない住
民も避難所に集まる
・津波が終息し、気仙沼圏等
の沿岸部では片付けを始める
・親類・知人や勤務先等への
電話連絡が頻繁になる

・全半壊を免れた建物では室
内の片付けを始める（ボラン
ティアの協力）
・飲料水から生活用水へと
ニーズが拡大していく

・全半壊の建物を除
き、概ね片付けを終了
する
・自宅が安全確認され
た避難者は次第に帰
宅

・全半壊建物の再
建方法を思案

・身体的精神的に
疲労が蓄積

・避難所に
残っていた
被災者が仮
設住宅等へ
の入居を開
始

国

・県を通じ被害情報収集 ・総務省、経済産業省、厚生労働省
がライフラインの状況を調査

・県の要請を受け、厚生労働省は水
道復旧の応援活動を調整

・特に必要と認められる場合
には、関係省庁経由でライフ
ライン事業者に対し応急対策
活動を依頼

・可能な範囲でライフライン施
設復旧事業の執行に係る作
業許可手続きの簡素化

宮
城
県

・水道関係職員の非常参集→地域
によっては全員は参集できず

・県管理水道施設の被害状況調査
を開始
・市町村や事業者からの被害状況
報告の第一報を受ける

・県管理水道施設の被害及び供給
状況を関係市町村に連絡
・ライフラインの被害状況について
の広報

・県管理水道施設の応急復旧計画
の検討、策定（取導水施設、浄水施
設を優先）
・市町村の要請を受け、水道事業者
間の応援活動を調整（日本水道協
会と連携）
・必要があれば厚生労働省に水道
復旧の応援活動調整の協力要請

・応急復旧に着手
・ライフラインの復旧見通しに
ついての広報

・県管理水道施設の応急復旧
が完了
・ライフラインの復旧状況、地
区別の復旧予定時期につい
ての広報

・ライフラインの復旧状
況、地区別の復旧予
定時期についての広
報

・水道、都市ガス
の復旧状況、地
区別の復旧予定
時期についての
広報

・都市ガスの復旧
状況、地区別の
復旧予定時期に
ついての広報

・ライフライ
ンの共同溝
化等を含む
防災まちづ
くりの検討、
ライフライン
事業者との
調整

大
被
害
地
域

【石巻圏・大崎圏・仙台圏】
〔市町村〕
・水道、下水道、ガス関係職員の非
常参集→全員は参集できず
---------------------------
〔事業者〕
・電力会社､ガス会社､電話会社の
職員非常参集→全員は参集できず
・災害対策本部の設置
・電話会社は輻輳対策（通信規制）
開始、災害用伝言ダイヤルを設置

・水道、下水道の施設被害及び供
給停止状況の調査
・ガス施設の緊急点検→被災地区
に急行し措置、二次災害抑止
・調査結果を県に報告
---------------------------
・電力の施設被害及び停電状況、
電話の施設被害及び不通状況の調
査
・ガス施設の緊急点検→被災地区
に急行し措置、二次災害抑止
・調査結果を県や市町村に報告

〔市町村〕〔事業者〕
・施設被害及び供給停止・機能支
障状況の調査継続
・被害箇所が多いうえ、夜間である
ことや移動や通信の支障のために、
全容把握が困難
・被害状況の報告、広報

・市町村内の協力会社と連絡をと
り、応急復旧への対応可否を把握
・県や他市町村に復旧応援要請
・応急復旧見通し検討、県に報告
・応急給水の実施（医療機関、福祉
施設などを優先）
---------------------------
・協力会社と連絡をとり、応急復旧
への対応可否を把握、要員確保
・業界団体や同業者に応援要請
・応急復旧見通しを検討し、県・市
町村へ連絡、広報

・応急復旧計画の検討、策定
・医療機関等の要請を受け優
先的に水道の応急復旧実施
・LPガス器具の調達
----------------------
・応急復旧計画の検討、策定
・医療機関等の要請を受け優
先的に電力の応急復旧実施
・電話の通信規制解除
・避難者の多い避難所に特設
公衆電話設置
・LPガス供給全戸の緊急点検

・近隣の応援復旧要員や資機
材が到着
・通電火災を考慮した電力と
ガスの復旧作業の調整
・埋設管（水道とガス）の復旧
作業箇所・手順の調整
・応急復旧作業を本格化
・可能な限り地区別の復旧予
定時期を明示
・応急給水の拡大（次第に１
人当たり給水量を増加）

・水道、都市ガスの復
旧作業のため、広域
から応援要員や資機
材が到着
・電力、電話の応急復
旧完了

・水道、都市ガス
の応急復旧作業
が進展
・水道復旧後の下
水道の復旧促進

・水道の応急復旧
を完了

・都市ガスの
応急復旧を
完了
・ライフライ
ンの共同溝
化等を含む
防災まちづ
くりの検討、
市町村と事
業者との調
整

中
被
害
地
域

【登米圏・栗原圏・気仙沼圏】
〔市町村〕
・水道、ガス関係職員の非常参集
---------------------------
〔事業者〕
・電力、ガス､電話の各会社の職員
非常参集、災害対策本部の設置

〔市町村〕〔事業者〕
・水道、下水道、電力の施設被害及
び供給停止状況の調査
・ガス施設の緊急点検→被災地区
に急行し措置、二次災害抑止
・電話の施設被害及び不通状況の
調査

・施設被害及び供給停止・機能支
障状況の調査継続
・被害状況の報告、広報

・施設被害及び供給停止・機能支
障状況の調査継続
・応急復旧計画の検討
・被害状況の報告、広報

・被害の全容を把握し、応急
復旧計画を確定
・重要箇所から応急復旧を開
始
・ 電 話 の 通 信 規 制 解 除

・電力、電話の応急復旧を完
了

・水道の応急復旧を完
了

小
被
害
・

無
被
害
地
域

【仙南圏】
〔市町村〕
・水道、ガス関係職員の非常参集
---------------------------
〔事業者〕
・電力会社､ガス会社､電話会社の
職員非常参集

・水道、都市ガスの施設被害及び供
給停止状況の調査
---------------------------
・電力、都市ガスの施設被害及び供
給停止状況、電話の施設被害及び
不通状況の調査

〔市町村〕〔事業者〕
・被害がない（あるいは小さい）こと
を確認
・小被害に対して直ちに応急措置を
実施
・他地域の被害情報を収集、被害
の推移を注視

・応援要請を想定して待機
・要請を受け次第、復旧応援の準備

・応援に出動

・被害情報の収集整理手段の整備 ・応急復旧のための広域応援体制
の確立

・応急復旧・復興ﾏﾆｭｱﾙの事
前整備
・飲料水や代替ｴﾈﾙｷﾞｰの確
保（井戸、自然ｴﾈﾙｷﾞｰ等）

・複数の復旧工事の工程調整
支援ツールの整備

表7-3-4　ライフラインシナリオ〔宮城県沖連動-冬〕

今後の対策

地震等

対応の
概略フロー

想定
被害状況

想定
被災者行動

対
策
活
動

活動体制の確立
（災害対策本部設置）

情報の収集・伝達

通信連絡手段の確保

広報活動の実施

災害救助法の適用

防災資機材等の調達

避難活動 食料、飲料水及び生活必需
品の調達・供給

応援要請（自衛隊を含む）

医療・救護活動救急・救助活動

危険物施設等の安全確保
公共土木施設等の応急復旧

交通確保

緊急輸送活動（ヘリコプターを含む）

消火活動

応急住宅等の確保

ボランティア活動
災害弱者・外国人への対応

防疫・保健衛生活動

社会秩序維持活動

廃棄物処理活動

遺体等の捜索・処理・埋葬

応急教育活動ライフライン施設等の応急復旧

農林水産業の応急対策
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発災期 災害拡大期 災害鎮静期 復旧期
直後（冬18時） 10分後～ １時間後～ ３時間後～ １２時間後～ １日後～ ３日後～ １週間後～ ２週間後～ ～１ヵ月
・宮城県沖で地震が発生
・矢本町で平均震度６強の他、石巻
圏を中心に広範囲で震度６弱
・地震と同時に津波が発生

・津波1波が牡鹿町･女川町に10数
分で､仙台湾岸に1時間前後で到達
・三陸側では30分前後で５m以上の
最高水位の津波に襲われる

・１時間を過ぎた頃に、仙台湾岸も2
ｍ前後の最高水位の津波が到達
・気仙沼市、河北町、鳴瀬町で４k㎡
を超える範囲が浸水

・最大震度５クラスの余震が発生 ・余震が頻発 ・降雨あり ・余震が次第に減
少

・石巻市、矢本町を中心に広域石
巻圏の被害が大
・全壊建物が石巻市で約1,500棟、
矢本町で約1,400棟、仙台市で約
1,300棟発生し、全県で約7,600棟
・石巻圏等で医療機関の建物・設備
被害、ﾗｲﾌﾗｲﾝ停止により医療支障

・火災が仙台市で79箇所、石巻市
14箇所、古川市8箇所などで発生
・矢本町・仙台市等に要救出者多
数
・津波からの避難が遅れ、死傷者発
生
・電話が輻輳し、情報連絡が困難

・都市部では要救出者の情報が十
分伝わらず、混乱
・閉塞や渋滞により道路交通は麻痺
・負傷者の搬送に時間がかかる

・夜間で被害状況の確認が遅れる
・人的被害は石巻市（死者40人・負
傷者約1,100人）、矢本町（同じく40
人・約500人）、仙台市（同じく24人・
約2,100人）で大きく、全県で死者
164人、負傷者約6,200人
・医療機関混雑し、医療ｽﾀｯﾌ不足

・夜が明け、被害状況の詳細
が次第に判明
・救出用の重機が不足し、自
衛隊を中心に人力による作業
・医薬品が不足し始める

・本震により損傷した建物が
余震で倒壊する恐れ
・本震により緩んだ急傾斜地
等が余震により崩壊する恐れ

・救急医療のﾀｲﾑﾘﾐｯﾄ
であり、緊急の救命措
置を要する負傷者は
減少
・外科・整形外科系に
代わり、内科系の要治
療者が増加

・ライフラインの復
旧
・被災のため閉鎖
していた医療機関
が再開し始める

・震災関連死や
PTSDが増加

・仙台圏・石巻圏・大崎圏で多くの
住民が被災
・仙台圏・石巻圏の一部では、倒壊
建物の下敷きになった住民多数
・家族等の安否確認
・気仙沼圏・石巻圏の沿岸住民は
直ちに避難（車避難あり道路混乱）

・自治体防災無線で被害状況、避
難所等についての情報を入手
・自主防災組織を中心に初期消火
活動を実施
・倒壊建物の下敷きになった住民に
対する救出作業を実施
・子どもや高齢者は避難を開始

・避難者や安否確認に向かう者の
車により道路混雑
・一部の避難所は混雑し始める
・負傷者の手当てや搬送を行う
・軽傷者は自力で医療機関へ

・鉄道全線停止のため、帰宅困難
者が仙台駅等の周辺に滞留
・仙台圏、石巻圏では多くの住民が
避難所に避難し、避難者全員を収
容できない町も発生

・都市部ではライフライン断絶
のため、自宅の被害がない住
民も避難所に集まる
・津波が終息し、気仙沼圏等
の沿岸部では片付けを始める
・軽傷者は、医療機関から帰
宅か避難所へ移動

・全半壊を免れた建物では室
内の片付けを始める（ボラン
ティアの協力）
・瓦が落下した建物ではビニ
ルシートをかける

・全半壊の建物を除
き、概ね片付けを終了
する
・自宅が安全確認され
た避難者は次第に帰
宅

・全半壊建物の再
建方法を思案

・身体的精神的に
疲労が蓄積

・避難所に
残っていた
被災者が仮
設住宅等へ
の入居を開
始

国

・警察庁災害警備本部設置
・消防庁災害対策本部設置
・陸上自衛隊非常勤務体制

・消防庁、近隣県の緊急消防援助
隊の出動準備
・警察庁、近隣県の広域緊急援助
隊の出動準備
・自衛隊が近傍災害派遣

・緊急消防援助隊、広域緊急援助
隊の出動
・被災地内の国立病院等での医療
活動実施
・救護班の編成、派遣

・災害派遣要請による自衛隊派遣
・自衛隊等が行う救助救急活動の
円滑な実施のための総合調整
・救助救急活動用の資機材確保
・救護班の緊急輸送等への配慮
・広域後方医療活動の総合調整

・広域後方医療施設への傷病
者搬送について、輸送手段の
優先的確保など特段の配慮
（関係省庁）
・医薬品、資機材等の確保
（厚労省）

・広域後方医療活動の総合調
整（厚労省）
・海外からのﾚｽｷｭｰ隊への対
応

・被災地、避難場
所における、被災
者の心身不調へ
の対応、必要に
応じ救護所等の
設置（厚労省）

宮
城
県

・情報収集（救急救助を要する状況
の把握）

・県警、消防本部、自衛隊等との連
絡・調整
・消防庁長官に緊急消防援助隊の
出動要請
・県警、警察庁及び管区警察局に
広域緊急援助隊の派遣要請
・県立病院での受入体制確保、同
病院からの医療救護班派遣準備

・県警、機動隊等災害警備部隊を
被災警察署に出動
・医療救護班派遣のため県医師
会、東北地方厚生局、日赤等と調
整
・傷病者、医療救護班、医薬品等の
搬送手段の確保（防災ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ､警
察ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ等を含む）

・自衛隊に災害派遣要請
・県医薬品卸組合、赤十字血液ｾﾝ
ﾀｰを通じ、医薬品、資機材等確保
・医薬品、資機材等が不足の場合、
隣接県、厚生労働省に協力要請
・広域後方医療関係機関への要請
・応援ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰの派遣要請、受入体
制確立

・大被害地域に災害救助法を
適用し、被災市町村のみでは
実施できない救出を実施
・救援物資の医薬品に関する
医薬品集積所の設置
・医薬品仕分け、管理・服薬
指導等のため、薬剤師会に薬
剤師派遣依頼

・災害弱者の心身双方の健康
状態に特段の配慮をし、福祉
施設等への入所、ホームヘル
パー派遣、福祉器具の手配
等の実施

・被災地、避難場
所における、被災
者の心身不調へ
の対応、必要に
応じ救護所等の
設置

大
被
害
地
域

【石巻圏・大崎圏・仙台圏】
〔市町村〕
・情報収集（救急救助の必要状況）
・消防機関等への情報連絡
〔消防〕
・被害状況、医療機関の被災状況
等の把握
〔医療機関〕
・入院患者の避難、病床確保
---------------------------
〔住民、事業所等〕
・救出が必要な場合､消防等に連絡

〔市町村〕
・人員、機材不足の場合、市町村長
及び消防長は県に応援要請
〔警察、消防〕
・救出救助活動の開始
・消防団は救出救助、負傷者の応
急措置、安全な場所へ搬送を実施
---------------------------
〔住民、事業所等〕
・自主防・事業所等が安否確認・救
出作業開始するが夜間で難航
・一部の町の自主防活動は低調

〔警察、消防〕
・警察署員及び応援機動隊員によ
る救出救助部隊の編成、活動実施
・警察と消防の現場活動の調整
・消防が医療機関へ負傷者搬送
〔医療機関〕
・医療救護班編成、現地での救護
・ﾗｲﾌﾗｲﾝ応急復旧の要請
---------------------------
〔住民、事業所等〕
・救出救助活動の実施、石巻圏等
の一部の町で救出活動の応援要請

〔市町村〕
・救護班派遣要請､救護所設置
〔警察、消防、自衛隊〕
・救出救助活動の実施（継続）
〔医療機関〕
・負傷者に対するﾄﾘｱｰｼﾞの実施
・災害拠点病院における重篤救急
患者の救命医療
・医療機関相互の密接な情報交換
---------------------------
〔住民、事業所等〕
・救出救助活動の実施（継続）

〔市町村〕
・警察、消防、自衛隊の現場
活動の調整
〔警察、消防、自衛隊〕
・救出救助活動の継続
・大崎圏の一部の町等で病床
不足、重傷者は町外に移送
・重篤者の域外転送開始（渋
滞のため陸路は難航）
----------------------
〔住民、事業所等〕
・救出救助活動の継続

〔市町村〕
・火葬場，柩等に関する情報
の収集
・柩の調達、遺体搬送の手配
等の実施
〔警察、消防、自衛隊〕
・救出救助活動を次第に収束
→遺体捜索に切り替え
〔医療機関〕
・重篤者の域外転送

〔市町村〕
・近隣自治体の協力
により広域的な火葬の
実施
〔警察、消防、自衛隊〕
・遺体捜索の継続
・死者が多かった市町
でも遺体回収がほぼ
終了
〔医療機関〕
・重篤者の域外転送

〔市町村〕
・被災者の心身不
調への対応

中
被
害
地
域

【登米圏・栗原圏・気仙沼圏】
〔市町村、消防〕
・情報収集（救急救助の必要状況）
・機関相互の情報連絡・交換
・医療機関の被災状況等の把握
---------------------------
〔住民、事業所等〕
・救出が必要な場合､消防等に連絡

〔警察、消防〕
・救出救助活動の開始
・消防団は救出救助、負傷者の応
急措置、安全な場所へ搬送を実施
---------------------------
〔住民、事業所等〕
・住民・自主防災組織・事業所等に
よる安否確認・救出活動の開始

〔市町村〕
・医療救護班編成、圏内で活動開
始
〔警察、消防〕
・救出救助活動の実施（継続）
・消防が医療機関へ負傷者搬送
〔医療機関〕
・負傷者の受入、ﾄﾘｱｰｼﾞの実施

〔警察、消防〕
・要救出者の救出完了
・負傷者を医療機関へ搬送（継続）
〔医療機関〕
・重傷者の治療・入院、登米圏の一
部の町で病床不足のため町外移送
---------------------------
〔住民、事業所等〕・救出活動終了

〔警察、消防〕
・負傷者の医療機関への搬送
完了
〔医療機関〕
・軽傷者の治療
・軽傷者は、治療後帰宅させ
る
・ﾗｲﾌﾗｲﾝの復旧

〔医療機関〕
・対応能力に応じて大被害地
域から転送される重篤者の受
入

〔市町村〕
・被災者の心身不調
への対応

小
被
害
・

無
被
害
地
域

【仙南圏】
〔市町村〕
・情報収集（救急救助の必要状況）
・消防機関等への情報連絡
〔消防〕
・被害状況、医療機関の被災状況

〔市町村、消防〕
・被害がほとんどないことを確認
・被災地の情報収集
・被災地からの応援要請に備えて待
機

〔市町村、消防〕
・被災地の情報収集
・被災地からの応援要請に備えて待
機

〔市町村〕
・石巻圏・大崎圏・仙台圏へ救護班
の派遣
〔消防〕
・応援要請を受け、仙台圏に出動

〔医療機関〕
・石巻圏・大崎圏・仙台圏から
転送される重篤者の受入

・市町村、消防と医療機関との情報
交換手段の確保

・自主防災組織の結成支援、救出
救助能力の向上（救出用資機材の
配備､救出・救命・搬送訓練実施）

・医療機関のﾗｲﾌｽﾎﾟｯﾄ化（ﾗｲﾌﾗｲﾝ
のﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ）

・病床不足及び病床ｾﾞﾛの市
町村における移送手順の確
立

・重篤者の搬送訓練（空路・
海路）の実施
・ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘの導入

・被災者の心身を
支える体制の確
立

表7-3-5　救出救急医療シナリオ〔宮城県沖連動-冬〕

今後の対策

地震等

対応の
概略フロー

想定
被害状況

想定
被災者行動

対
策
活
動

・保健婦等による巡回健康相談
等を実施
・PTSDへのケアの実施

・保健婦等の派遣計画の作成
など保健活動の調整（厚労省）

〔市町村〕
・保健婦等による巡回健康相談
等を実施
・PTSDへのケアの実施

活動体制の確立
（災害対策本部設置）

情報の収集・伝達

通信連絡手段の確保

広報活動の実施

災害救助法の適用

防災資機材等の調達

避難活動 食料、飲料水及び生活必需
品の調達・供給

応援要請（自衛隊を含む）

医療・救護活動救急・救助活動

危険物施設等の安全確保
公共土木施設等の応急復旧

交通確保

緊急輸送活動（ヘリコプターを含む）

消火活動

応急住宅等の確保

ボランティア活動
災害弱者・外国人への対応

防疫・保健衛生活動

社会秩序維持活動

廃棄物処理活動

遺体等の捜索・処理・埋葬

応急教育活動ライフライン施設等の応急復旧

農林水産業の応急対策
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発災期 災害拡大期 災害鎮静期 復旧期
直後（冬18時） 10分後～ １時間後～ ３時間後～ １２時間後～ １日後～ ３日後～ １週間後～ ２週間後～ ～１ヵ月
・宮城県沖で地震が発生
・矢本町で平均震度６強の
他、石巻圏を中心に広範
囲で震度６弱
・地震と同時に津波が発生

・津波1波が牡鹿町･女川
町に10数分で､仙台湾岸
に1時間前後で到達
・三陸側では30分前後で５
m以上の最高水位の津波
に襲われる

・１時間を過ぎた頃に、
仙台湾岸も2ｍ前後の
最高水位の津波が到達
・気仙沼市、河北町、鳴
瀬町で４k㎡を超える範
囲が浸水

・最大震度５クラスの余
震が発生

・余震が頻発 ・降雨あり ・余震が次第に減少

・石巻市、矢本町を中心に
広域石巻圏の被害が大
・全壊建物が石巻市、矢本
町、仙台市で1,000棟以上
発生し、全県で約7,600棟
・都市部を中心に、ライフラ
インに障害多発

・火災が仙台市で79箇所、
石巻市14箇所などで発生
・津波からの避難が遅れ、
死傷者発生
・全県で電話が輻輳

・出火した158箇所のう
ち95箇所の火災が延焼
する
・閉塞や渋滞により道路
交通は麻痺

・夜間､被害確認に遅れ
・人的被害は石巻市、
矢本町、仙台市で大き
く、全県で死者164人、
負傷者約6,200人
・ 出火後 6 時間で約
2,900棟が焼失

・夜が明け、被害状況の
詳細が次第に判明
・全市町村で何らかの
被害があり、とくに石巻
圏、仙台圏、大崎圏で
の甚大な被害を確認

・本震により損傷した建物が余震で倒
壊する恐れ
・本震により緩んだ急傾斜地等が余震
により崩壊する恐れ

・地震により緩んだ急傾斜地等が降雨
により崩壊する恐れ

・仙台圏・石巻圏・大崎圏
で多くの住民が被災
・仙台圏・石巻圏の一部で
は、倒壊建物の下敷きに
なった住民が多数
・家族等の安否確認
・沿岸住民は直ちに避難

・自治体防災無線で被害
状況、避難所等について
の情報を入手
・自主防災組織を中心に
初期消火活動を実施
・倒壊建物の下敷きになっ
た住民の救出作業を実施

・避難者や安否確認に
向かう者の車により道路
混雑
・一部の避難所は混雑
し始める
・負傷者の手当てや搬
送を行う

・鉄道全線停止のため、
帰宅困難者が仙台駅等
の周辺に滞留
・仙台圏、石巻圏では
多くの住民が避難所に
避難し、避難者全員を
収容できない町も発生

・都市部ではライフライ
ン断絶のため、自宅の
被害がない住民も避難
所に集まる
・津波が終息し、気仙沼
圏等の沿岸部では片付
けを始める

・全半壊を免れた建物では室内の片付
けを始める（ボランティアの協力）
・瓦が落下した建物ではビニルシート
をかける

・全半壊の建物を除き、概ね片付けを
終了する
・自宅が安全確認された避難者は次第
に帰宅

・全半壊建物の再建方法を思案 ・身体的精神的に
疲労が蓄積

・避難所に残っ
ていた被災者
が仮設住宅等
への入居を開
始

国

・住宅被害の状況に関する
情報収集

・仮設住宅建設用地の選定への協力
（国有地の提供）

・仮設住宅建設戸数についての調整 ・県の要請を受けた場合、国交省、厚
労省、経産省、農水省は、企業等と連
携を図り、応急仮設住宅の建設に要す
る資機材の調達・供給

宮
城
県

・災害救助法の適用手
続き
・応急危険度判定士へ
の要請、派遣先の調整

･住宅の応急危険度判定の開始
・震災疎開の受入先募集
･仮設住宅建設を決定
・公営住宅等の空家確認
・仮設住宅建設用地の選定への協力
（県有地の提供）

・市町村の仮設住宅要望を集約、(社)
ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ建築協会に協力求め建設発注
・仮設住宅建設方針の広報
・仮設住宅建設に要する資機材の調
達・供給体制確立→困難な場合は国
に支援要請
・「被災住宅再建支援金」支給の検討
・震災疎開希望者・受入先の調整

・仮設住宅建設発注の終了
・仮設住宅入居者選定時の弱者優先、
居住地やコミュニティに対する配慮
・被災者生活再建支援法の適用決定
・被災住宅の修理や撤去・再建につい
ての相談受付開始
・住宅応急修理戸数の調整

・災害公営住宅建
設 の 必 要 性 検
討、方針決定
・仮設住宅建設の
最終確定
・被災分譲ﾏﾝｼｮﾝ
の再建支援策の
検討

・仮設住宅完
成、市町村へ
の引渡し （以
降、完成に合
わせて順次引
渡し）

大
被
害
地
域

【石巻圏・大崎圏・仙台
圏】

〔市町村〕
・避難所開設等の広報
・避難所の開設、担当職員
の配置
--------------------
〔自主防災組織〕
・避難所の開設

〔市町村〕
・建物の被害状況の調
査
・住宅を失った住民に
関する情報収集

・建物被害状況、住宅
逸失世帯数の集約
・地元在住の応急危険
度判定士への要請、判
定作業開始
・石巻圏・大崎圏で応急
危険度判定士が不足

・仙台圏の応急危険度判定終了し、石
巻圏・大崎圏の応援へ
・震災疎開の意向の確認
・仮設住宅等への入居意向の確認、建
設戸数の一次決定
・仮設住宅建設用地の選定、確保→石
巻圏の一部で不足、事前の用地確保
ない市町で時間を要する可能性
・公営住宅等の空家確認
・災害弱者を社会福祉施設で受入
・公営住宅等の被害調査

・大崎圏の応急危険度判定が終了
・災害弱者（を含む被災家族）の空き公
営住宅等への一時入居に関する広
報、手続き
・仮設住宅入居時期や手続きについて
の広報
・仮設住宅建設戸数の追加、２次決定
（以降、充足するまで追加決定）
・被災地での仮設市街地建設の検討
・公営住宅等の応急復旧
・り災証明書の発行

・石巻圏の応急危険度判定が終了
・仮設住宅入居の第一次募集開始（以
降、発注の進捗に合わせて募集実施）
・仮設住宅入居者選定時の弱者優先、
居住地やコミュニティに対する配慮
・空き公的住宅への入居開始
・住宅の応急修理、土石等障害物の除
去の実施（建設業者への委託）
・復興計画立案チームの編成

・仮設住宅建設戸
数の最終確定
・仮設住宅入居者
の選定
・復興計画の基本
方針決定
・住宅再建者向け
融 資 制 度 の 検
討、融資のあっせ
ん

・仮設住宅へ
の 入 居 開 始
（以降、完成に
合わせて順次
入居）
・建築確認申
請等受付審査
の態勢整備

中
被
害
地
域

【登米圏・栗原圏・気仙
沼圏】

〔市町村〕
・避難所開設等の広報
・避難所の開設、担当職員
の配置
--------------------
〔自主部再組織〕
・避難所の開設

〔市町村〕
・建物の被害状況の調
査
・住宅を失った住民に
関する情報収集

・建物被害状況、住宅
逸失世帯数の集約
・地元在住の応急危険
度判定士への要請、判
定作業開始
・登米圏・栗原圏で応急
危険度判定士が不足

・震災疎開の意向の確認
・仮設住宅等への入居意向の確認、建
設戸数の決定
・仮設住宅建設用地の選定、確保
・公営住宅等の空家確認
・災害弱者を社会福祉施設で受入
・公営住宅等の被害調査

・仙台圏からの応援により応急危険度
判定が終了
・災害弱者（を含む被災家族）の空き公
営住宅等への一時入居に関する広
報、手続き
・仮設住宅入居時期や手続きについて
の広報

・仮設住宅入居の募集開始
・仮設住宅入居者選定時の弱者優先、
居住地やコミュニティに対する配慮
・空き公的住宅への入居開始
・住宅の応急修理、土石等障害物の除
去の実施（建設業者への委託）

・仮設住宅入居者
の選定
・住宅再建者向け
融 資 制 度 の 検
討、融資のあっせ
ん

・仮設住宅へ
の入居開始、
終了

小
被
害
・

無
被
害
地
域

【仙南圏】 〔市町村〕
・避難所開設等の広報
・避難所の開設、担当職員
の配置
--------------------
〔自主部再組織〕
・避難所の開設

〔市町村〕
・住宅を失った住民に
関する情報収集→結果
的にほとんど該当なし

・応急危険度判定士に
他圏域への応援を要請

・避難者が解消し、避難所を閉鎖
・震災疎開に提供できる空き公的住宅
等の確認

・震災疎開者の受入れ

・応急危険度判定士の
活動体制の事前調整

・仮設住宅建設用地の事前選定、環境
整備

・被災住宅再建支援金の制度整備
・民間空き住宅の被災者向け提供方
策（借り上げ等）の検討

・事前復興計画の
策定

表7-3-6　住宅関連シナリオ〔宮城県沖連動-冬〕

今後の対策

地震等

対応の
概略フロー

想定
被害状況

想定
被災者行動

対
策
活
動

活動体制の確立
（災害対策本部設置）

情報の収集・伝達

通信連絡手段の確保

広報活動の実施

災害救助法の適用

防災資機材等
調達

避難活動 食料、飲料水及び生活
必需品の調達・供給

応援要請(自衛隊含む)

医療・救護活動
救急・救助活動

危険物施設等の安全確保 公共土木施設等の応急復旧

交通確保

緊急輸送活動（ヘリコプ
ターを含む）

消火活動

応急住宅等の確保

ボランティア活動

災害弱者・外国人
への対応

防疫・保健衛生活動

社会秩序維持活動

廃棄物処理活動

遺体等の捜索・処理・埋葬

応急教育活動
ライフライン施設等の応急復旧

農林水産業の応急対策
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発災期 災害拡大期 災害鎮静期 復旧期
直後（冬18時） 10分後～ １２時間後～ １日後～ ３日後～ １週間後～ ２週間後～ １ヵ月～ ～数ヵ月
・宮城県沖で地震が発生
・矢本町で平均震度６強の
他、石巻圏を中心に広範
囲で震度６弱
・地震と同時に津波が発生

・津波1波が牡鹿町･女川
町に10数分で､仙台湾岸
に1時間前後で到達
・三陸側では30分前後で５
m以上の最高水位の津波
に襲われる

・１時間を過
ぎた頃に、仙
台湾岸も2ｍ
前後の最高
水位の津波
が到達

・最大震度５
クラスの余震
が発生

・余震が頻発 ・降雨あり ・余震が次第に減少

・石巻市、矢本町を中心に
広域石巻圏の被害が大
・全壊建物が石巻市、矢本
町、仙台市で1,000棟以上
発生し、全県で約7,600棟
・都市部を中心に、仙台圏
等でライフラインに障害

・火災が仙台市で79箇所、
石巻市14箇所、古川市8箇
所などで発生
・津波からの避難が遅れ、
死傷者発生
・全県で電話が輻輳する
が、衛星系通信は機能

・夜が明け、被害状況の詳
細が次第に判明
・全市町村で何らかの被害
があり、とくに石巻圏、仙台
圏、大崎圏での甚大な被
害を確認

・本震により損傷した建物
が余震で倒壊する恐れ
・本震により緩んだ急傾斜
地等が余震により崩壊する
恐れ

・地震により緩んだ急傾斜
地等が降雨により崩壊する
恐れ

・ライフラインが徐々に復旧

・仙台圏・石巻圏で多くの
事業所が被災
・事業所や帰宅途上での
被災者多数
・道路、鉄道等の交通基盤
に障害
・ﾗｲﾌﾗｲﾝの断絶により業
務が停止

・事業所では従業者や家
族の安否確認→電話輻輳
のため困難
・本支社、取引先等の被害
情報の収集
・企業内防災組織による対
応活動→建物破損や停電
により難航
・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ等の損壊により
業務データ喪失し、事業に
支障

・多くの事業所が被災し、ﾗ
ｲﾌﾗｲﾝは断絶、従業者も
十分出勤できないため、通
常の活動は不能→復旧活
動に専念
・生産、物流、金融、ｻｰﾋﾞｽ
等が麻痺状態
・各事業所において物流
ルートの変更

・電力、通信、交通基盤の
復旧にしたがって、一部は
事業所活動を再開
・流通系企業は救援物資
の 調 達 ・ 輸 送 に 奔 走

・窓口での対応を主に金融
機関が再開
・出勤可能な従業者が増
える
・復旧復興需要が発生し、
建設関連産業へのニーズ
が増える

・生産、消費の落ち込みが
著しい
・とくに被災者が多い地域
では消費が低迷
・生産の移管や生産拠点
の移転を行う事業所もある
→雇用の減少
・店舗被害や物流混乱に
より再開できない小売店舗
も多い

・建物・施設・設備の損傷
が甚大な事業所を除き、被
災前の活動が可能となる
が、地域の被災により仕事
量が少ない
・建設土木、不動産等、復
旧復興活動に直接関連す
る業種は繁忙状態となり、
被災地域外からの応援や
企業参入が多数

・被災者が仮設住宅等へ
転居するため、一部の地
域では住民が減少し、商
店経営が成立しなくなる
・製造業では、生産中止期
間中に取引先が流出
・発災後１ヵ月間の出荷量
は、発災前に比べ大幅減

・営業、生産を再開する店
舗、事業所が増加する一
方、中小企業では廃業、
倒産するところもある
・家計所得の減少や、行政
の税収減少が顕在化

国

・被災中小企業等に対す
る援助・助成措置について
広報

・国、政府系中小企業金融
機関は、被災中小企業に
対し、低利融資等を実施
・農林漁業金融公庫は、被
災農林漁業者に対し資金
等を低利で融通

・農水省は必要に応じ天災
融資法を発動
・激甚災害指定の検討

・地域が自立的発展の道
を進めるような経済復興対
策の実施

宮
城
県

・農林業災害対策本部（本
庁）、農林業災害地方対策
本部（農林振興事務所）の
設置

・被災中小企業者等に対
し、経営安定資金等の利
用について周知
・被災中小企業等の相談
窓口等を設置
・資金需要の把握
・交通基盤やﾗｲﾌﾗｲﾝの早
期復旧促進

・農林水産業者の災害復
興資金を確保するととも
に、必要に応じ既借入金
の条件緩和措置等の支援
措置実施
・被災した中小企業や農林
水産業者に対する税の減
免

・被災中小企業に対し、県
信用保証協会、金融機関
等と協議の上、緊急災害
融資制度を創設し、災害
復興資金のより円滑な融
通を図る

・地場産業・商店街の復興
に配慮、成長産業のため
の基盤整備等により、地域
が自立的発展の道を進め
るような経済復興対策を実
施
・事業の場の提供（共同工
場・共同店舗の設置）

・産業活性化イベントや県
外へのＰＲ等の実施

大
被
害
地
域

【石巻圏・大崎圏・仙台
圏】

〔市町村〕
・産業関係被害の情報収
集

・被災中小企業、被災農林
水産業者等に対する援
助、助成措置について広
報

・市町村、商工会議所等が
経営相談窓口を開設
・被災した中小企業や農林
水産業者に対する税の減
免

・被災した中小企業等の復
旧及び経営基盤の安定を
図るため、融資を実施

・事業の場の提供（共同工
場・共同店舗の設置）

中
被
害
地
域

【登米圏・栗原圏・気仙
沼圏】

・被災中小企業、被災農林
水産業者等に対する援
助、助成措置について広
報

・市町村、商工会議所等が
経営相談窓口を開設
・被災した中小企業や農林
水産業者に対する税の減
免

小
被
害
・

無
被
害
地
域

【仙南圏】 ・被災中小企業、被災農林
水産業者等に対する援
助、助成措置について広
報

・事業所施設の耐震化
・企業のﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの確
立

・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀのﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ体制
の整備

・産業復興計画の事前検
討

・車による避難者などにより
道路混雑
・従業者の一部は徒歩によ
る帰宅、避難開始
・事業所内での負傷者の手
当てや医療機関への搬送
を行う
・多くの従業者が事業所内
で待機、一夜を明かす

・財務省と日銀が金融特別
措置を実施

・産業関係被害の情報収集

〔市町村〕
・産業関係被害の情報収集

〔市町村〕
・産業関係被害の情報収集

表7-3-7　経済影響シナリオ〔宮城県沖連動-冬〕

今後の対策

地震等

対応の
概略フロー

想定
被害状況

想定
被災者行動

・
想定

経済影響

対
策
活
動

１時間後～

・95箇所の火災が延焼、6時
間で約2,900棟が焼失
・人的被害は石巻市･矢本
町･仙台市で多く､全県で死
者164人､負傷者約6,200人
・閉塞や渋滞により道路交
通は麻痺

活動体制の確立
（災害対策本部設置）

情報の収集・伝達

通信連絡手段の確保

広報活動の実施

災害救助法の適用

防災資機材等の調達

避難活動 食料、飲料水及び生活
必需品の調達・供給

応援要請(自衛隊含む)

医療・救護活動救急・救助活動

危険物施設等の安全確保
公共土木施設等の応急復旧

交通確保

緊急輸送活動（ヘリ
コプターを含む）

消火活動

応急住宅等の確保

ボランティア活動
災害弱者・外
国人への対

防疫・保健衛生活動

社会秩序維持活動

廃棄物処理活動

遺体等の捜索・処理・埋葬

中小企業の応急対策
ライフライン施設等の応急復旧

農林水産業の応急対策

中小企業の復興対策

農林水産業の復興対策
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発災期 災害拡大期 災害鎮静期 復旧期
直後（冬18時） 10分後～ １時間後～ ３時間後～ １２時間後～ １日後～ ３日後～ １週間後～ ２週間後～ ～１ヵ月
・宮城県沖で地震が発生
・矢本町で平均震度６強の他、石巻
圏を中心に広範囲で震度６弱
・地震と同時に津波が発生

・津波1波が牡鹿町･女川町に10数
分で､仙台湾岸に1時間前後で到達
・三陸側では30分前後で５m以上の
最高水位の津波に襲われる

・１時間を過ぎた頃に、仙台湾岸も2
ｍ前後の最高水位の津波が到達
・気仙沼市、河北町、鳴瀬町で４k㎡
を超える範囲が浸水

・最大震度５クラスの余震が発生 ・余震が頻発 ・降雨あり ・余震が次第に減
少

・石巻市、矢本町を中心に石巻圏
の被害が大
・全壊建物が石巻市で約1,500棟、
矢本町で約1,400棟、仙台市で約
1,300棟発生し、全県で約7,600棟
・都市部を中心に、仙台圏､石巻圏､
大崎圏でライフラインに障害多発

・火災が仙台市で79箇所、石巻市
14箇所、古川市8箇所などで発生
・津波からの避難が遅れ、死傷者発
生
・全県で電話が輻輳
・通信は衛星系が機能し、専用回線
も比較的利用可能

・出火した158箇所のうち95箇所の
火災が延焼する
・閉塞や渋滞により道路交通は麻痺

・夜間で被害状況の確認が遅れる
・人的被害は石巻市（死者40人・負
傷者約1,100人）、矢本町（同じく40
人・約500人）、仙台市（同じく24人・
約2,100人）で大きく、全県で死者
164人、負傷者約6,200人
・出火後6時間で約2,900棟が焼失

・夜が明け、被害状況の詳細
が次第に判明
・全市町村で何らかの被害が
あり、とくに石巻圏、仙台圏、
大崎圏での甚大な被害を確
認

・本震により損傷した建物が
余震で倒壊する恐れ
・本震により緩んだ急傾斜地
等が余震により崩壊する恐れ

・地震により緩んだ急
傾斜地等が降雨により
崩壊する恐れ

・ライフラインが
徐々に復旧

・仙台圏・石巻圏・大崎圏で多くの
住民が被災
・仙台圏・石巻圏の一部では、倒壊
建物の下敷きになった住民多数
・家族等の安否確認
・気仙沼圏・石巻圏の沿岸住民は
直ちに避難（車避難あり道路混乱）

・自治体防災無線で被害状況、避
難所等についての情報を入手
・自主防災組織を中心に初期消火
活動を実施
・倒壊建物の下敷きになった住民に
対する救出作業を実施
・子どもや高齢者は避難を開始

・避難者や安否確認に向かう者の
車により道路混雑
・一部の避難所は混雑し始める
・負傷者の手当てや搬送を行う

・鉄道全線停止のため、帰宅困難
者が仙台駅等の周辺に滞留
・仙台圏、石巻圏では多くの住民が
避難所に避難し、避難者全員を収
容できない町も発生

・都市部ではライフライン断絶
のため、自宅の被害がない住
民も食料や水を求めて避難
所に集まる
・津波が収束し、気仙沼圏等
の沿岸地域では片付けを始
める

・全半壊を免れた建物では室
内の片付けを始める（ボラン
ティアの協力）
・瓦が落下した建物ではビニ
ルシートをかける

・全半壊の建物を除
き、概ね片付けを終了
する
・自宅が安全確認され
た避難者は次第に帰
宅

・全半壊建物の再
建方法を思案

・身体的精神的に
疲労が蓄積

・避難所に
残っていた
被災者が仮
設住宅等へ
の入居を開
始

国

・内閣府緊急参集チーム参集 ・内閣府情報対策室設置
・県を通じ被害情報収集
・国交省は直轄国道、港湾、空港、
鉄道について被害状況を調査

・内閣府情報先遣チームを宮城県
庁へ派遣
・災害対策関係省庁連絡会議開催
・地震被害、余震状況、二次災害の
危険性、各機関の施策等、被災者
等に役立つ情報を適切に提供

・内閣府情報先遣チームが宮城県
庁到着
・国民全体に対し地震被害、余震状
況、義援物資取扱い等、ニーズに
応じた情報を積極的に伝達

・政府調査団の派遣
・被災中小企業等に
対する援助・助成措置
について広報

宮
城
県

・震度速報、津波警報の受信
・非常参集、途上で被災情報収集
・職員家族の安否確認（一部困難）
・河川・海岸の水門・閘門等の閉鎖
指示
・交通基盤､交通機関に関する被害
情報の収集
・地震情報､避難情報を県民に広報

・支部を通じ市町村の被害および避
難状況の情報収集
・ライフライン・交通関係機関から被
害情報の収集
・防災ヘリによる概括的情報の把握
・石巻圏・大崎圏・仙台圏等の市町
村からの救援要請への対応
・警察､消防､自隊等との情報交換

・国への被害状況報告（速報）
・支部から市町村被害情報の収集
・知事記者会見、救援要請
・県民に被害､二次災害危険性､県
対策､ﾗｲﾌﾗｲﾝ､交通等の情報提供
・ﾏｽｺﾐへの情報提供(被害､交通等)
・被害・対策関係ＨＰの立ち上げ
・自衛隊の連絡調整員が県庁到着

・県内の被害情報の収集整理
・大被害地域市町村に職員を派遣
し、対策実施・被災状況の情報収集
・ﾀｸｼｰ防災ﾚﾎﾟｰﾄ車の情報の活用
・自衛隊に災害派遣要請
・国への被害状況報告
・輸送機関に対し緊急輸送を依頼

・知事記者会見
・県内被害情報の収集整理
・防災ヘリによる被害情報収
集
・国への被害状況報告
・ライフラインの復旧見通しに
ついての広報

・知事記者会見
・県内被害情報の収集整理
・国への被害状況報告
・県民への広報の本格化
・ライフライン復旧状況、地区
別の復旧予定時期について
広報
・被災者の相談窓口の設置

・知事記者会見
・県内の被害情報の
収集整理
・国への被害状況報
告、視察団対応
・ライフライン復旧状
況､地区別復旧予定
時期について広報

・知事記者会見
・県内の復旧情報
の収集整理
・国への復旧状況
報告
・生活・復旧資金
や職の相談の市
町村支援、広報

・ガスの復旧状
況、地区別の復
旧予定時期につ
いての広報

大
被
害
地
域

【石巻圏・大崎圏・仙台圏】
〔市町村〕〔防災関係機関〕
・震度速報、津波警報の受信
・非常参集、途上で被災情報収集
・職員家族の安否確認（一部困難）
・住民に対する呼びかけ（冷静な行
動、被害報告等）
・沿岸地区住民に避難勧告・指示
・海岸等の水門・閘門等の閉鎖指
示
・情報収集（救急救助の必要状況）

〔市町村〕
・被害状況の確認困難
・防災行政無線等により県に対して
速報、救援要請
・地震情報、避難所開設等につい
て広報（災害弱者を含めた対応）
・住民に避難の準備勧告・指示
---------------------------
〔防災関係機関〕
・被害状況の確認
・行政、利用者への被害速報

・夜間、ライフライン障害のため、被
害の全貌は確認できず
・職員の巡回や地域住民の通報に
より、徐々に甚大な被害が明らかに
・防災無線により住民に呼びかけ
・火災延焼や土砂崩壊の危険があ
る地区等の住民に避難勧告
・県に自衛隊の災害派遣要請
---------------------------
・被害状況の行政への連絡

・防災行政無線等により、県へ被害
状況報告
・住民に被害状況伝達（防災無線）
・各市町村避難者多く、人数・名簿
の正確な把握難航
・住宅を失った住民の情報収集
・県や他市町村にﾗｲﾌﾗｲﾝ復旧応
援要請、県に復旧見通しを報告
・帰宅困難者への避難情報や交通
情報の提供、誘導

・食料､水､生活物資の不足著
しく、県に緊急調達支援要請
・建物被害状況、住宅逸失世
帯数の集約
----------------------
・電話の通信規制解除
・避難者の多い避難所に特設
公衆電話設置
・ﾗｲﾌﾗｲﾝ等の復旧状況・見
通しについて行政に連絡、住
民に広報

・被災者の相談窓口の設置
・帰宅困難者への情報提供
・可能な限り地区別のﾗｲﾌﾗｲ
ﾝ復旧予定時期を明示
----------------------

・災害弱者（を含む被
災家族）の空き公営住
宅等への一時入居に
関する広報
・仮設住宅入居時期
や手続きについての
広報
・被災中小企業、被災
農林水産業者等に対
する援助、助成措置
について広報

・生活・復旧資金
や職に関する相
談窓口の設置
-------------

中
被
害
地
域

【登米圏・栗原圏・気仙沼圏】
〔市町村〕〔防災関係機関〕
・震度速報、津波警報の受信
・非常参集、途上で被災情報収集
・職員家族の安否確認
・住民に対する呼びかけ
・気仙沼圏で津波避難指示・勧告、
水門・閘門等の閉鎖指示

〔市町村〕
・市町村内の被害情報の収集
・地震情報、避難所開設等につい
て広報（災害弱者を含めた対応）
・住民に避難の準備勧告・指示
---------------------------
〔防災関係機関〕
・被害状況確認し行政･住民へ速報

・被害情報を収集し、防災行政無線
等により順次県に報告
・被害状況についての広報
・危険地区の住民に避難勧告、警
戒区域の指定

・被害状況の報告、広報
・住宅を失った住民に関する情報収
集
・帰宅困難者への交通情報等の提
供、誘導（事業所、避難所等へ）

・建物被害状況、住宅逸失世
帯数の集約
----------------------
・ﾗｲﾌﾗｲﾝ等の復旧状況・見
通しについて行政に連絡、住
民に広報

・被災者の相談窓口の設置

----------------------

・災害弱者（を含む被
災家族）の空き公営住
宅等への一時入居に
関する広報
・仮設住宅入居時期
や手続きについての
広報

・生活・復旧資金
や職に関する相
談窓口の設置
-------------

小
被
害
・

無
被
害
地
域

【仙南圏】
〔市町村〕〔防災関係機関〕
・震度速報、津波警報の受信
・配備基準に従い担当者が参集
・警戒本部設置あるいは警戒配備
体制、情報連絡体制の実施
・住民に対する呼びかけ

〔市町村〕
・市町村内の被害情報の収集
・地震情報、避難所開設等につい
て広報
---------------------------
〔防災関係機関〕
・市町村内の被害情報の収集

・被害情報を収集し、防災行政無線
等により順次県に報告
・被害地域の市町村の情報収集
---------------------------
・被害情報を収集し、市町村と情報
交換
・被害地域の市町村の情報収集

・被害地域市町村の被害・対応状
況の情報収集、応援の検討
・住宅を失った住民に関する情報収
集→結果的にほとんど該当なし
・帰宅困難者への交通情報等の提
供

・市町村内の被害状況の再確
認（対応が概ね完了）
----------------------
・市町村内の被害状況の再確
認（対応が概ね完了）

・被害地域の情報収集

----------------------

・災害時・初動時に確実に機能する
情報収集伝達システムの整備

・被害情報の収集伝達手段の高度
化
・住民への迅速な広報実施体制の
確立

・庁内、防災関係機関の情報共有
化

・備蓄状況に関する市町村間の情
報共有
・帰宅困難者への的確な情報提供

・救援物資に関するﾆｰｽﾞ情報
発信の仕組み整備

・ﾗｲﾌﾗｲﾝを含む社会基盤施
設の復旧についてのﾘｱﾙﾀｲﾑ
情報提供体制の確立

・住民の生活再建
支援に関する的
確な情報提供、
相談受付

表7-3-8　情報シナリオ〔宮城県沖連動-冬〕

今後の対策

地震等

対応の
概略フロー

想定
被害状況

想定
被災者行動

対
策
活
動

活動体制の確立
（災害対策本部設置）

情報の収集・伝達

通信連絡手段の確保

広報活動の実施

災害救助法の適用

防災資機材等の調達

避難活動 食料、飲料水及び生活必需
品の調達・供給

応援要請（自衛隊を含む）

医療・救護活動救急・救助活動

危険物施設等の安全確保
公共土木施設等の応急復旧

交通確保

緊急輸送活動（ヘリコプターを含む）

消火活動

応急住宅等の確保

ボランティア活動
災害弱者・外国人への対応

防疫・保健衛生活動

社会秩序維持活動

廃棄物処理活動

遺体等の捜索・処理・埋葬

応急教育活動ライフライン施設等の応急復旧

農林水産業の応急対策


